
松山市男女共同参画推進センター

 「コムズ」　５F　大会議室　

岡村眞氏 ( 　) 地震と活断層を語る高知大学

特任教授

３･11 福島原発事故６年

３号機の再稼働強行後も工事が続く伊方原発
　　　　　　（２０１７年２月４日事務局撮影）

岡村氏が音波探査に使った漁船　
　　　（１９９４年伊予灘、郡中港）

伊方沖の中央構造線が活動していることを発見した岡村眞（まこと）さん。

地震、断層、海底活断層の研究者として、また高知県の避難対策の要と

なる一人として活躍されています。昨年１１月２日に、伊方原発運転差止

の仮処分の審尋で、岡村さんはプレゼンテーションを行いました。今回の

講演では、９０分かけて分かりやすく語っていただきます。

2017年 3月 11日（土）

１３：３０～１６：００　（参加費無料）



２０１６年１１月２日 岡村 眞

伊方原発と西南日本のテクトニクス

伊方原発と中央構造線について

基本的な考え方について

熊本地震と活断層

具体的な基準地震動策定の問題点

個々のパラメータの過小評価

（1）断層との距離

（2）断層の傾斜角

（3）断層の長さ

（4）アスペリティの位置

スケーリング則の問題

伊方原発と中央構造線について
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伊予灘

別府湾
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（音波探査の漁船
１９９４年７月 伊予灘、郡中港）

（音波探査機器 別府湾）

コンパクトな機材で
漁船を使用して調査可能

海底活断層の音波探査
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伊予灘の海底活断層分布図

伊方原発
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伊予灘の音波探査断面図
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伊方原発付近の音波探査断面図



１９９７年１月１２日放送 ＴＢＳ 製作
報道特別番組 日本列島の活断層 －阪神大震災から２年－ 7

認められなかった海底活断層

日本列島周辺の
プレート分布図
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日本列島周辺の
プレート分布図

西南日本前弧スリバーの
西進運動

フィリピン海プレートの斜め沈み込みにともなう、中央構造線の横ずれ運動
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名前が何であろうと、近畿から九州に延びる
大きな活構造線に位置していることは否定できない。

慶長豊後地震
1596年9月1日（4日？）
別府湾‐日出生断層帯

慶長伏見地震
1596年9月5日
有馬‐高槻断層帯もしくは
六甲‐淡路島断層帯

９月５日？ 16世紀以降に活動？

歴史的事実：16世紀末に別府湾と六甲が連動して活動した。
四国も同時期に活動したと考えられている。

慶長伊予地震？
1596年9月1日？4日？
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熊本地震の余震分布
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戦後混乱期～約50年間、活断層の大地震は発生しなかった

・1995年 兵庫県南部地震 → 活断層が社会的に認知される

→ 全国に強震計のネットワークが構築される

これ以降、さまざまなデータが得られる

現在の科学で将来発生する地震を正しく想定することは不可能

13

被害地震はすべて「想定外」といわれた

地震がおこるたびに新事実を知る

まだ、２０年弱

基本的な考え方について

致命的なのは、最大でＭ7.3の地震しか経験がないこと

2004年12月14日 北海道留萌支庁南部の地震（Ｍ6.1） 1127 gal （E‐W成分）

2008年6月14日 岩手・宮城内陸地震（Ｍ7.2） 4022 gal （3成分合成）

このような強い揺れは、強震計ネットワークにより初めて明らかになった。

今年に入ってからも、 4月14日 熊本地震（Ｍ6.5） 1580 gal
4月16日 熊本地震（Ｍ7.3） 1362 gal

6月16日 内浦湾の地震（Ｍ5.3） 976 gal

10月21日 鳥取県中部の地震（Ｍ6.6） 1494 gal
（いずれも3成分合成）

1000 gal は、もはや珍しいことではない
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現在の科学で将来発生する地震を正しく想定することは不可能

基本的な考え方について



・1995年兵庫県南部地震 （Ｍ7.3） 野島断層ほか15㎞活断層→50㎞の震源断層
・ 2000年鳥取県西部地震（Ｍ7.3） 未発見
・ 2004年新潟県中越地震（Ｍ6.8） 出現せず（未発見）
・ 2005年福岡県西方沖の地震（Ｍ7.0） 出現せず（未発見）
・ 2007年能登半島地震（Ｍ6.9） 海底活断層15㎞→25㎞の震源断層
・ 2007年新潟県中越沖地震（Ｍ6.8） Ｆ‐Ｂ断層？
・ 2008年岩手・宮城内陸地震（Ｍ7.2） 未発見
・ 2011年長野・新潟県境の地震（Ｍ6.7） 出現せず（未発見）
・ 2011年福島県浜通りの地震（Ｍ7.0） 井戸沢断層ほか15㎞→30㎞の震源断層
・ 2014年長野県北部の地震（Ｍ6.7） 神城断層の一部
・ 2016年熊本地震（Ｍ7.3） 布田川断層ほか25㎞→50㎞の震源断層

既知の活断層が、そのままの位置と長さで

震源断層として活動したことはない
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現在の科学で将来発生する地震を正しく想定することは不可能

基本的な考え方について

表層の活断層の分布

震源断層の位置、長さ、幅

発生する地震動の大きさ、特性

伝わり方（地盤の特性）

調査で明らかになるのはこれだけ
（それでも様々な見解があるが）

伊方周辺で大地震の経験なし
（伊方に限らず、これだけ

近距離の大地震の経験もなし）

地震前に、わかったことがない
地震後でも、正確にはわからない

地震によって大きな差異
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現在の科学で将来発生する地震を正しく想定することは不可能



（四国電力 乙第227号証より）

たとえば、2007年新潟県中越沖地震（Ｍ6.8）。
東京電力はもちろん「詳細な調査」を行っていたが、
1号機と5号機の基準地震動は小さいだけでなく、同じだった。
こんなに大きく揺れることも、こんなに大きく違うことも、
地震がおこってはじめてわかった。

柏崎の事例から、地震を理解したなどと思ったらとんでもない、
わからないことが、よくわかっただけである。

1号機
1699ガル

5号機
766ガル

ちなみに6号機は
539ガルで
1号機と3倍違う
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ここで２㎞ボーリングしても
大切なことはわからない

地震をおこす震源断層は
実は、まったく見えていない
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私たち科学者はわからないことだらけの地震について、その真実を明ら

かにしようと努力している。論文として、様々な事実とその解釈が提唱さ

れるが、必ずしも完全なものではないし、正しいわけでもない。試行錯誤

を繰り返しながら、より真実に近づこうとするのが科学である。

ところが電力会社はあるひとつの論文に書かれていることをまるで真実

のように扱い、都合のよい結論を導き出そうとする。この「わからなさ」を

排除した態度は科学になじまない。

論文の査読は原発の安全審査を想定して行われているわけではない。

学問的な議論に耐える基準と、現実に原発を建設し運転するための基

準が同じであるはずがない。論文があるからといってその背景を顧みず、

都合のよい結論だけを使用するのは、危険きわまりない行為である。

＜地震調査研究推進本部（2002）
による断層分布＞

「布田川・日奈久断層帯」として評価された

熊本地震と活断層
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＜地震調査研究推進本部（2013）
による断層分布＞

・布田川断層帯と，日奈久断層帯に
・布田川断層帯はさらに、３つの区間に

分けられた
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熊本地震の震源分布
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4月14日 Ｍ6.5の地震
4月16日 Ｍ7.3の地震
4月14日～15日
4月16日～18日

（気象庁一元化震源データ）
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震源断層は大まかには活断層に沿っているが、

両端で活断層のないところに約10㎞づつ延長された。

また、断層区分はほとんど意味をなさない。

4月14日 Ｍ6.5の地震
4月16日 Ｍ7.3の地震
4月14日～15日
4月16日～18日

（気象庁一元化震源データ）
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さらに、地震を発生させた地下の震源断層の大きさやすべり量分布は、

地震後でも研究者によって見解が異なる。

地震後に公表された、様々な研究者の熊本地震の震源断層モデルを

次に示す。



（平成28年5月13日 地震調査研究推進本部地震調査委員会「平成28年熊本地震の評価」より、
東京大学地震研究所提出資料、纐纈一起・小林広明・三宅弘恵）

東大地震研の断層モデル
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国土地理院の断層モデル

（平成28年5月13日
地震調査研究推進本部
地震調査委員会「平成28年
熊本地震の評価」より、
国土地理院提出資料）



（防災科研ホームページより 久保久彦、鈴木亘、青井真、防災科学技術研究所）
関口春子、京都大学防災研究所）

最大すべり量 3.8m
地震モーメント
5.5×1019Nm（Mw 7.1）

すべり分布の地表投影

防災科研の断層モデル
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(Yagi et al., 2016)

strike, dip, rake : 
234°, 64°, ‐148°

effective slip area :  40 x 15 km
maximum slip :  5.7 m
seismic moment : 
5.1 × 1019 Nm (Mw = 7.1)

Yagi et al.,（2016）の
断層モデル

28



ＵＳＧＳの断層モデル

29（ＵＳＧＳ：アメリカ地質調査所ホームページより）

After comparing waveform fits based 
on the two planes of the input 
moment tensor, we find that the 
nodal plane (strike= 224.0 deg., dip= 
66.0 deg.) fits the data better. The 
seismic moment release based upon 
this plane is 4.7e+26 dyne.cm (Mw = 
7.0) using a 1D crustal model 
interpolated from CRUST2.0 (Bassin
et al., 2000).
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具体的な基準地震動策定の問題点

地震を想定するためには、まず調査によって

断層の位置、 長さ、 幅、 傾斜角、すべり方向を決める。

さらにその断層の

すべり量と地震モーメントを求める

強い地震波を発生させるアスペリティの位置と面積、

応力降下量を決めるだけでなく、

地盤の剛性率や、破壊伝搬方向、破壊伝搬速度等も想定する。

一見すると科学的なように見えるが、これらはほとんど地盤の中の出来事で

あり、すでに発生した地震でも正確な値を求めることは難しい。

また、地震は不均等な地盤における破壊運動なので、多様性が大きい。

従って、これらは不確実性の積み重ねでしかなく、実際はザル勘定である。

（1） 「たくさんパラメーターマジック」
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四国電力の「基本ケース」は、これら多くのパラメーターについて、少しづつ

厳しくない値を採用する。この過小評価の積み重ねにより、最終的な結果は

かなり厳しくない値となる。これが「たくさんパラメーターマジック」である。

不確実性大

不確実性大

不確実性大

不確実性大

不確実性大

不確実性大

不確実性大

ザル勘定

ザル勘定

ザル勘定

ザル勘定

ザル勘定

ザル勘定

ザル勘定

650ガル
たくさんの不確実性は何処に？

（1） 「たくさんパラメーターマジック」
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しかし、実際には、少しづつ厳しくない値を集めた「基本ケース」を決め、

いくつかのパラメータを、ひとつづつだけを変化させて「不確かさの考慮」を

行っているにすぎない。

（２） 「基本ケース」を用いた「あらゆる地震」の想定

（四国電力のホームページより http://www.yonden.co.jp/energy/atom/ikata/page_08.html）



厳しい値をとっているパラメータはひとつだけ！

基本ケース ＋ 不確かさ考慮① 断層傾斜角

不確かさ考慮② アスペリティ位置

不確かさ考慮③ 破壊伝播速度

不確かさ考慮④ 応力降下量

このような手法を、日本語で「あらゆる地震を想定した」とは言わない。

さらに、「考えられる最大の地震」に程遠いことは言うまでもない。

また、断層の位置（距離）、断層の幅、などは一切不確かさが考慮され
ていない。
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（２） 「基本ケース」を用いた「あらゆる地震」の想定

前述のように数多くのパラメータにおいて、「基本ケース」として明らかに

過小評価な値が採用されている。全てのパラメータについて説明するの

は不可能だが、以下に4例をあげる。

（３） 個々のパラメータの過小評価
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科学的で詳細な調査が行われても、地震波を発生させる震源断層は、

実際はまったく見えていない。

地震波を発生させるのは、およそ深さ２kmよりも深い部分である。原発

周辺で確認されているのは、表層付近の活断層（地震波を発生させない

部分）と、地層境界としての中央構造線（過去の断層）だけである。従っ

て、最も簡単に見える原発と震源断層との距離さえ、正確にはわからな

い。

四国電力は断層位置として、見えている活断層の最も外側である8㎞を

「基本ケース」として採用し、過小評価。

（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞
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（四国電力 H25年8月28日 資料1‐1 Ｐ133 一部抜粋） （四国電力 H27年3月20日 資料3‐3 Ｐ10 一部抜粋）

地震動の評価において断層距離の違いは非常に大きいが、四国電力は

断層距離を８㎞より近くした不確かさの評価は、一切行っていない。
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（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

最も外側



（四国電力 H27年3月20日 資料3‐3 Ｐ48に青字、矢印加筆）

震源断層は
見えていない
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（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞
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（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

四国電力の「基本ケース」
考えられる、最も遠い震源断層

見えている活断層
（あくまで解釈）

距離（ｋｍ）

深
度(

㎞
）

震源断層
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（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

次頁の断面図は、原子力安全・保安院がＰ36の四国電力とほぼ同じ

測線で確認のために行った調査結果とその解釈である。
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伊方原子力発電所敷地前面海域における
海上音波探査反射断面図
原子力安全・保安院 提出資料

（原子力安全・保安院Ｈ21年11月6日ＷＧ3第38 資料4 P10）

（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

（注 縦横比 約4：1）
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（原子力安全・保安院 前頁の図の一部抜粋、縦横比をほぼ等倍に改変、橙線加筆）

（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

縦横比をほぼ等倍にした図を以下に示す。

最も外側の断層は、明らかに南傾斜しており、震源断層の位置は、

8ｋｍよりも原発に近づくことになる。

8 km

（原子力安全・保安院 前頁の図の一部抜粋、縦横比をほぼ等倍に改変）
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（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

8 km

最も外側の断層は、明らかに南傾斜しており、震源断層の位置は、

8ｋｍよりも原発に近づくことになる。

90° 80° 70°

震源断層

縦横比をほぼ等倍にした図を以下に示す。
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伊方原子力発電所敷地前面海域における
海上音波探査反射断面図
原子力安全・保安院 提出資料

（原子力安全・保安院Ｈ21年11月6日ＷＧ3第38 資料4 P8）

（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

下図は、前頁より南西側の測線における調査結果とその解釈である。

（注 縦横比 約4：1）
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（原子力安全・保安院 前頁の図の一部抜粋、縦横比をほぼ等倍に改変 橙線加筆）

（３）‐1 個々のパラメータの過小評価 ＜断層との距離＞

Ｐ39の断面は地溝のものだが、この断面はバルジの部分にあたる。

ここでも、震源断層の位置は、最も外側の活断層よりも明らかに原発側

になる。

さらに、忘れてはならないのは、あくまでこれは解釈である。

何度でも繰り返すが、震源断層の位置は地震発生後でも正確にわかる

わけではなく、ある程度の幅をもって見積もるべきである。

外側



断層の傾斜角によって地震が原発に与える影響は大きく異なる。伊方原

発の場合は垂直な横ずれ断層と比較して、南傾斜・南隆起の場合、断層

との距離が近づくとともに、断層の面積が広く、地震の規模も大きくなる。

さらに、断層の動きが原発に向かう方向になるため、より強い揺れが想

定される。

南傾斜、南隆起北傾斜、北沈降 垂直

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞
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四国電力は「基本ケース」として断層の傾斜角を垂直としている。しかし、

震源断層は調査結果では見えておらず、断層の傾斜角はわからない。

詳細な調査を行っても、「震源断層は高角度」であることが示唆されただ

けで、垂直である証拠はない。

横ずれ断層は通常は高角度であることから、震源断層の傾斜角を高角

度と考えることは問題ない。しかし、実際の断層は垂直ではなく、どちら

かに70～90度程度の傾斜を持つことが多い。

横ずれ断層では地下深部よりも地表付近で高角度になることも多く、表

層の活断層の傾斜がほぼ垂直であるからといって、地下深部がほぼ垂

直であるとは限らない。

46

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞



（四国電力 H２５年８月２８日 資料1‐1 Ｐ91 ）

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

47

（四国電力 H２５年８月２８日 資料1‐1 Ｐ91 に加筆）

結論はこれ、「高角度が示唆」だけ

アトリビュート解析は、名前はカッコがいいが、
「可能性を示唆する」だけで、たいした意味はない。
こうやって惑わすのが常套手段。

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

48



49

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）
の 評価（一部改訂）
平成23年2月18日 地震調査研究推進本部
地震調査委員会 より抜粋 赤線加筆

布田川断層帯・日奈久断層帯の評価（一部改
訂）
平成25年2月1日 地震調査研究推進本部
地震調査委員会 より抜粋 赤線加筆

推本による中央構造線活断層帯の傾斜角 推本による布田川断層の傾斜角

断層の傾斜角が、地表付近と深部で必ずしも同じではないことは、この推

本による傾斜角の記述方法がよく表している。伊予灘については震源断

層となる深部の傾斜は示されていない。

熊本地震の布田川断層は、地表付近は高角、地下は北西傾斜とされて

おり、今回の地震の震源断層は60～75度程度であった（Ｐ24‐28参照）。

注：伊予灘の「北傾斜」は、大野ほか（1997）にもとづいて書かれているが、
地下浅部の活断層が北傾斜とは言えないことは、Ｐ39,42の断面図からも明らか。

さらに、以下にあげるいくつかの証拠から、南傾斜南隆起である可能性

が示されている。

50

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞



51
（四国電力 H２５年８月２８日 資料1‐1 Ｐ87）

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

52
（四国電力 H２５年８月２８日 資料1‐1 Ｐ87に加筆）

75 m 程度

65～70 ｍ 程度

「標高差はない」としているが、

5-10ｍ程度あり、しかも累積性が認められる。

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞



四国電力は敷地沖の海底地質断面図から標高差はない（つまり、隆起は

ない）と簡単に結論づけた。

しかし、この図はよくみると5～10ｍの標高差がある。

D層上面つまり過去1万年間としては、 これは十分顕著な標高差であり

（日本最大級の隆起量を示す室戸岬でも、１万年間では15ｍ程度）、

この縮尺の図で検討すべきではない。

53

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

54

（四国電力 乙第227号証 Ｐ23）

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞



高角度

それは、わからない

55

（四国電力 乙第227号証 Ｐ23に加筆）

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

この矢印を結ぶと、原発からの距離は 7-7.5 ｋｍ

56

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

典型的な横ずれ断層で、直線的なトレースを示す石鎚断

層や岡村断層などについても、Ｐ46に示したように、表層

での傾斜は高角度であるが深部は「わからない」と考え

られている。表層での形態から、震源断層をほぼ垂直と

言い切ってしまうのは無謀である。

石鎚断層

岡村断層

（四国電力 H27年3月20日 資料3‐3 Ｐ10 一部抜粋）



Ｄ層上面の標高差は歴然であり、断層より南側が累積的に高い

57

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

（四国電力 H21年5月28日 資料2‐2 Ｐ36,37を一部抜粋）

断層線は直線的であるが、明らかに北に凸の地形変位を示す

（四国電力 H21年4月21日 WG3‐16‐2‐5）

58

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞



（四国電力 H21年4月21日 WG3‐16‐2‐5に加筆）

59

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞

M段丘（中位段丘）、H3段丘（高位段丘）が少なくとも60㎞に

わたって水平に配列している。つまり、敷地周辺が過去数十

万年間にわたって隆起しつづけていることは明らかである。

傾斜角は高角度であると考えられること、断層南側が累積的に隆起して

いることから、断層傾斜角としては南傾斜80度、南側隆起を「基本ケー

ス」とするべきである（さらに、それの不確かさを確認すべき）。

四国電力は断層が南傾斜についても検討しているとしているが、純粋な

横ずれに対して逆断層成分が加わった場合の揺れの違いを、正しく評価

できているのかは疑問である。

60

（３）‐2 個々のパラメータの過小評価 ＜断層傾斜角＞



四国電力はセグメントやジョグという概念を持ち出して、敷地前の断層を

54㎞に限定し、それを「基本ケース」として使用してきた。

しかし、東北地方太平洋沖地震において、断層がどのように連動するか、

動いてみなければわからないことが明らかになった。前述のように、熊本

地震もしかりである。しかしながら、四国電力は、「基本ケース」は54㎞の

ままで検討を行っている。

480㎞の断層は、データがほとんどないことから、科学的に検討すること

は難しい。通常の評価手法が使用できる最大値である100～130㎞程度

を基本ケースとして使用し、再検討すべきである。

（３）‐3 個々のパラメータの過小評価 ＜断層の長さ＞

61

（３）‐3 個々のパラメータの過小評価 ＜断層の長さ＞

62

ほぼ直線に同じセンスで
並ぶ活断層

（四国電力 H27年3月20日 資料3‐3 Ｐ10 一部抜粋 スケール加筆）



63

（３）‐3 個々のパラメータの過小評価 ＜断層の長さ＞

ここまで細分する科学的
必然性はまったくない

（四国電力 H27年3月20日 資料3‐3 Ｐ10 一部抜粋 四国電力の断層モデル位置加筆）

（３）‐3 個々のパラメータの過小評価 ＜断層の長さ＞

64

通常の評価方法の適応範囲である
100～130ｋｍで検討すべき

（ただし、武村式か松田式で）

（四国電力 H27年3月20日 資料3‐3 Ｐ10 一部抜粋 断層モデル位置加筆）



ジョグがアスペリティにならない、などというのは「たわごと」である。
地表の断層形態から地下深部のアスペリティの位置などわからない。

・ 表層地層の変形であるジョグがある程度のことで、
敷地前にアスペリティを置かない理由にはならない。

・ 54ｋｍ程度の断層でアスペリティを２つに分ける必然性もない

アスペリティはわからないものとして、厳しい位置に配置するべきである。

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

65

66

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

四国電力がジョグにアスペリティを置
かないとする理由は左図のように説
明されている。

Elliott et al.,(2009)で、「ジョグのステッ

プの幅が大きいと変位量がゆっくり減
少し、スッテプの幅が小さいと変位量
が急激に減少する」ことを示す。

岩城ほか（2006）で、「アスペリティ分

布と地表で変位量が大きかった範囲
がよく一致している」ことを示す。

（四国電力 H25年8月28日 資料1‐2Ｐ8、Ｐ9に青線を加筆）



67

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

（まとめ）では、いつのまにか、

「ジョグでは横ずれ変位量が減少する
と考えられる」という一文が加わり
（誰がいつ考えたのか）、

次の文では

「地表の横ずれ変位量が減少するジョ
グ」と既成事実になっている。

（四国電力 H25年8月28日 資料1‐2Ｐ11に赤青線を加筆）

68

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

Elliott et al.,(2009) は、ジョグのステップ幅による変位量の減少速度を

示しており、ジョグ周辺での変位量の大小を示しているわけではない。

むしろ、変位量が比較的大きい3か所のうち2か所はジョグ周辺である。

（四国電力 H25年8月28日 資料1‐2 Ｐ8 に加筆）

ジョグ周辺で
高い変位量

急激に減少
するだけ。



69

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

（四国電力 H25年8月28日 資料1‐2 Ｐ9
岩城ほか（2006）の一部抜粋）

Elliott et al.,(2009)の変位量減少は、ジョグ周辺の数㎞程度の範囲だが、

岩城ほか（2006）の変位量とアスペリティの関係は、断層全体の数十㎞

程度の範囲における議論であり、これを混同すべきではない。

70

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

（岩城ほか、2006 付図1）
（岩城ほか、2006 付図2）

岩城ほか（2006）には、詳細な付図が添付されている。これらの図からは、

アスペリティは、おおまかには表層変位量の大きいところに一致しているが、

詳細には、むしろ断層の端や、ジョグに位置していることがわかる。

アスペリティは
ジョグの部分アスペリティは

断層の南端部分（右の断層区分図に
色分けの加筆）

（右の断層区分図に
色分けの加筆）



71

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

ジョグとなっているLanders 断層（緑色）で大きな表層変位量と

アスペリティが見られる。

（右の断層区分図に
色分けの加筆）

（岩城ほか、2006 付図3）

72

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

（岩城ほか、2006 付図4）

アスペリティはおおまかには野島断層に

一致するが、詳細には地表変位量の大

きい断層北東部よりも、地表変位量の

小さい断層の南西端でスリップが大きい。

そしてなによりも、この活断層の分布からこの震源断層を想定し、さらに

このアスペリティを配置することはほぼ不可能である。

注： 野島断層の
震源断層モデルは
数多く発表されており、
岩城ほか（2006）が
採用したこのモデル
（Sekiguchi et al.,2002)は
あくまで一例である。



73（四国電力 H２６年９月１２日 資料４ Ｐ37）

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

アスペリティの配置は、一見論理的に見えるが、実際には無謀。

74（四国電力 H２６年９月１２日 資料４ Ｐ37 に加筆）

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

データの扱いがあまりにもズサン、

かつ恣意的

地表変位量が大きい

ところではなく、単に

データが得られたところ。

周囲の値は不明。
周囲よりもむしろ小さい

ところにアスペリティを配置

桃色線の位置がデータ

よりも下に描かれている

（ジョクの値が低いように

見せかける）

大きい値でもジョグなので

アスペリティを配置しない

データのないところに

勝手にデータをつくる

この矢印の先にはデータはない。

実際の値は21ｍと13ｍで

このようにキレイな矢印にはならない。



堤・後藤（2006）の論文は、以下の理由でアスペリティの配置に使用する

には不十分である（学問的な議論と、原発の震源想定は、安全性という

観点で同じレベルではない）。

・過去の地震のデータであり、痕跡が残されている場所にのみ限られる

ため、データの分布が均等ではなく、また数も十分ではない（地表最大変

位量を示すわけではない）。

・前回の地震の変位量データであり、次回の地震の変位量が同じである

とは限らない（昭和南海地震の津波が5ｍだから、次の津波は5ｍの堤防

で防げるという理論と同じ）。

さらに、前述のように、地表の変位量分布と震源断層のアスペリティの位

置の関係は十分に明らかになっておらず、このデータから次回の地震の

アスペリティを議論するのは無謀である。

（３）‐4 個々のパラメータの過小評価 ＜ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置＞

基準地震動の策定に必要なデータを決定する上で、過小評価が積み重

ねられていることを示してきた。しかしながら、このような詳細な議論は、

実は、あまり意味がない。

なぜならば、震源断層から発生する地震動を想定する段階で、決定的な

過小評価が行われてしまうからである。

伊方原発では、断層のスケーリング則として檀他（2011）が使用されてい

る。簡単に言えば、この檀式は「断層が50～６０㎞以上になると、あとは

どれだけ大きくなっても同じ」という式だからである。

480㎞になろうが、南傾斜になろうが、この式を使用している限り、地震動

はたいして大きくならない。

スケーリング則の問題

76



（檀 他, 2011）

77

これが、伊方原発の「安全性」を一身に背負った

檀他（2011）のデータ

78

式の線を除けば、とても60㎞程度で一定になるとは思えない
（もちろん、データが少なすぎるが…）

（檀 他, 2011）

Kunlun地震

両対数表示での大きなバラつきは、統計的手法の限界を示す

濃尾地震



79

地震動の評価でもっとも重要なパラメータのひとつである地震モーメント
（つまり、地震の発生させる力の大きさ）は、
簡単には断層の 「長さ ｘ 幅 x すべり量」 で表すことができる。
従って、すべり量は重要な値である。

断層が長くなっても、原発からは遠ざかる。従って断層が長くなり、地震
の規模が大きくなっても、それだけなら実は大きな問題はない。

問題は、断層が長い（規模の大きい）地震は、すべり量も大きくなること
にある。

原発の前にある断層のすべり量がどの程度大きくなるのかが問題であり、
それを決めるのがスケーリング則と呼ばれる入倉・三宅（2001）の式や檀
ほか（2011）の式である。

80

（檀 他, 2011）

檀の式は、50～60ｋｍを超えると、すべり量はほぼ同じ。
つまりこの式を採用する限り、54㎞も480㎞もたいして変わらない。

60

約100㎞以上では、入倉式より過小評価



（檀 他, 2011）

この表からは、断層の長さが同じでも

すべり量が10倍近く違うこともわかる

（つまり想定は困難、ザル勘定）。
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2.6ｍ

10倍

伊方の2.6ｍは、ここのすべての

地震のなかでも半分より下

82

（檀 他, 2011）

この表からは、断層の長さが同じでも

すべり量が10倍近く違うこともわかる

（つまり想定は困難、ザル勘定）。

2.6ｍ

10倍

伊方の2.6ｍは、ここのすべての

地震のなかでも半分より下



逆断層ではないので、平均的な値でよいというのは、あてはまらない。

檀ほか（2011）の論文題名は、

「長大横ずれ断層による内陸地震の平均動的応力降下量の推定と

強震動予測のためのアスペリティモデルの設定方法への応用」

つまり、横ずれ断層しか扱っていない（横ずれ断層の平均以下）。

入倉式の過小評価の問題は、伊方では檀式を使用しているので関係な

いというのもあてはまらない。

入倉式が過小評価になるのは、主に海外のデータを使用しているため

である。檀式のデータも100㎞以上は9個しかないが、そのなかで国内は

1個（濃尾地震）だけであり、同様の問題があることは明白。
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（檀 他, 2011）

84

原発の安全基準として使用するのであれば、
式はこれらのデータの点の上限を通るべきである（赤線）。
その時のすべり量は７ｍとなる。
しかも、経験則にもかかわらずデータが少ないことから、
この赤線がもっと右上がりになることは十分想定されなければならない。

7ｍ



（四国電力のホームページよりhttp://www.yonden.co.jp/energy/atom/ikata/page_08.html）

伊方の住民、愛媛県民、そして四国に住む多くの人々は、

たとえこのホームページを見ていなくとも、

まさか、四国電力が平均以下の地震を想定した基準地震動で

原発を建て、運転しているとは、思ってもいないであろう。
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